






Managed Conflicts in the Context of Cooperation
HOSOKAWA, Daisuke
Vietnam is striving to maintain the stable and friendly relationship with China after the 
diplomatic normalization in 1991. Nevertheless anti-Chinese sentiment is taking root 
deeply among Vietnamese citizens due to historical memories and various frictions caused 
by closing economical and human exchanges and territorial conflicts in South China Sea. 
The Communist Party and the Government of Vietnam are trying to manage these 
conflicts and anti-Chinese sentiment through building the cooperation mechanisms and 
economic cooperation with China. On the other hand, China is conscious of its advantage of 
rising and is gradually extending its clout in the region while consoling Vietnam by giving 
economic benefits. Between two countries exists a kind of dynamics, which is born of the 
mutually depending relations and which urges self-control in their conflicts.










































基本原則に基づき、陸上国境に関する交渉が 1994 年 2 月から開始され、トンキン湾海上国
境についても同 12 月から交渉がスタートした。交渉の結果、まず 1999 年 2 月に「越中陸上国






























などについて学習するニーズがあった。このため、2002 年 2 月の江沢民国家主席の訪越時に発
表された共同コミュニケは、「両国は社会主義建設の経験を交換し、新たな状況下での理論的



























第 1回 2003 年 10 月 中国・
北京
社会主義と市場経済　―ベトナムの経験、中国の経験―
第 2回 2004 年 2 月 ベトナム・
ハノイ
政権党の建設　―ベトナムの経験、中国の経験―




第 4回 2008 年 10 月 ベトナム・
ニャチャン
農業・農村・農民
第 5回 2009 年 12 月 中国・
アモイ
世界経済・金融危機の原因、影響、対応策
第 6回 2010 年 9 月 ベトナム・
ダナン
市場経済・国際参入下の文化建設の推進
第 7回 2011 年 11 月 中国・
江蘇省常州
新段階における大衆運動の実践　―ベトナムと中国の経験―
















さらに、人民軍レベルでは 2005 年 10 月、ベトナムのチャ国防相が訪中した際、トンキン湾
地域での両国海軍合同パトロールに関する合意文書に調印した８）。合意に基づき第1回パトロー











は 2008 年 9 月を第 1回として、2012 年 6 月には第 4回が開催されている９）。一方、広西チワ






2010 年 8 月広西チワン族自治区北海市で、同第 12 回が 2011 年 12 月ベトナムのクアンニン省
で開催されている 11）。また、共産党の青年団レベルでは、ベトナムのホーチミン青年団と中国
























構想を実現させるため、ベトナム政府は一連の法令整備を行った。まず、2007 年 8 月首相決
定として「越中国境地域の開発計画」を公布し、国境地域の開発方針を決定した。2008 年 7 月
には首相決定「北部沿岸地域の建設計画」、ならびに同「新たな経済回廊の開発計画」を公布
した。両決定は「二回廊一経済圏」の考え方を反映し、特に後者において二つの経済回廊の建







一方、中国雲南省紅河州とベトナムラオカイ省は 2005 年 9 月、「中国紅河－ベトナムラオカ
イ経済協力区協定」に調印した。さらに、広西東興市とベトナムクワンニン省モンカイ市は
132 細川　大輔：ベトナム－中国関係






















最終的には 7,000 人の雇用創出が見込まれている 20）。
2013 年 8 月末現在、中国のベトナムへの直接投資は 934 件、47 億 9 千万米ドルに達し、国







2009-2010 年の 1年間で報道された中国企業受注の主な案件だけでも図表 4のとおりである。
第 3章　膨張する中国との経済摩擦
1．巨額の貿易赤字と貿易構造の問題
国交正常化後、ベトナムの対中国貿易は大きく拡大した。図表 5は、2000 年から 2012 年ま
でのベトナムの全世界との輸出、輸入、ならびに貿易収支の金額と、その中の対中国貿易の内
訳を示したものである。ベトナムの全世界との貿易総額（輸出と輸入の合計額）は、2000 年の
301 億 2 千万米ドルから 2012 年の 2,283 億 9 百万米ドルと、約 7.6 倍に増加しているのに対し、
うち対中国との貿易総額が、同期間に 29 億 3 千 7 百万米ドルから 411 億 7 千 4 百万米ドルと
約 14.0 倍に増加している。ベトナムの対中貿易が他国と比べ 2倍のスピードで急増している
ことがわかる。これは両国政府の政策実施の効果が現れたこと、特にベトナム政府が、急速な
図表 4　中国企業が受注した主な工事案件（2009 年 5月～ 2010 年 5月）
年　月 内　　容








2010 年 4 月 中国東方電気集団公司が、ベトナム電力グループによる南部チャビン省のズエンハイ第
1発電所の設計・調達・建設を受注






が同期間に 20.6 倍も増加したのに対し、中国への輸出は 8.1 倍に留まっている。そのため、ベ
トナムの対中貿易収支は、2000 年には若干の黒字を計上していたにもかかわらず、その後毎年







































2008 年 5 月にマイン書記長が訪中した際には、ボーキサイト開発での中国政府の協力を得る
ことで合意、中国との大型協力案件として動き出した 24）。
この事実は国内ではほとんど報道されなかったが、対米戦争を率いた英雄ボ ・ーグエン・ザッ




年 輸出 輸入 貿易総額 貿易収支
2000 年 14,483 15,637 30,120 △ 1,154
うち対中国 1,536 1,401 2,937 135
2005 年 32,447 36,761 69,208 △ 4,314
うち対中国 3,228 5,900 9,128 △ 2,672
2006 年 39,826 44,891 84,717 △ 5,065
うち対中国 3,243 7,391 10,634 △ 4,148
2007 年 48,561 62,765 111,326 △ 14,203
うち対中国 3,646 12,710 16,356 △ 9,064
2008 年 62,685 80,714 143,399 △ 18,029
うち対中国 4,850 15,974 20,824 △ 11,124
2009 年 57,096 69,949 127,045 △ 12,853
うち対中国 5,403 15,411 20,814 △ 10,008
2010 年 72,237 84,839 157,076 △ 12,602
うち対中国 7,743 20,204 27,947 △ 12,461
2011 年 96,906 106,750 203,656 △ 9,844
うち対中国 11,613 24,866 36,479 △ 13,253
2012 年 114,529 113,780 228,309 749







































が調印され、米軍がベトナムから撤退した翌年の 1974 年 1 月、中国は南ベトナムが領有する
西沙諸島の島嶼を武力攻撃により占領した。さらに中国は 1988 年 3 月、ベトナムが支配する
南沙諸島の赤瓜岩礁に軍事攻撃を行い、ベトナム軍兵士 70 名以上を死亡させ、これを占領した。
1992 年 2 月には「領海、および接続水域法」を制定し、南シナ海と東シナ海で係争のある領






に対応するようになった。1997 年 12 月、第 1回中国 ASEAN首脳会議が開催され、「21 世紀
に向けての善隣・信頼のパートナーシップ共同宣言」に調印した。さらに 2001 年 11 月には、





























係の推進と領土主権の防衛とのバランスに悩むようになっていった。2012 年 7 月～ 8月、ハノ
イで南シナ海問題をめぐる反中デモがあった。ベトナムでは政治的デモは通常厳しく規制され
るが、警察当局は 7月 1日と 8日のデモを事実上容認した。ところが 8月 5日、デモ開始後間



























楊外相は自国の立場を 30 分以上にわたり興奮した面持ちで主張したという 35）。
ベトナムが 2010 年の ARF会議において、南シナ海問題で米国を味方につけることができた
のは、1995 年の国交回復後、米国との安全保障上の関係を着実に積み上げてきた成果である。
2000 年から 3年に 1度、両国は国防相の相互訪問を実施している。2008 年からは毎年、米国
務省とベトナム外務省が政治・安保・防衛対話を行っている。ARF会議のあとの 8月 10 日～















じていく。2011 年 10 月 11 ～ 15 日チョン書記長が訪中し、中国側と「越中の海洋における紛
争解決に関する基本原則についての合意書」に調印した。その骨子は以下のとおりである 37）。
①  1993 年の「越中の国境・領土問題の解決に関する基本原則についての合意書」を基礎に、
両国関係の大局を重視して交渉する。






























































人口は 13 億 5 千万人に対して 8900 万人と、15 分の 1 である。さらに、国内総生産（GDP）


























































３） 飯田将史「南シナ海問題における中国の新動向」『防衛研究所紀要』第 10 巻第 1号、2007 年 9 月、p.150
４） 栗原浩英「ベトナムと旧同盟諸国　―対中国・対ロシア関係の現在―」『東亜』、2012 年 1 月、p.97
５） 前掲書
６） ラヂオプレス『ベトナム関係 FAXニュース』2011 年 4 月 20 日
７） 飯田将史「南シナ海問題における中国の新動向」『防衛研究所紀要』第 10 巻第 1号、2007 年 9 月、p.151
８） アジア経済研究所『2007 アジア動向年鑑』p.235
９） ラヂオプレス『ベトナム関係 FAXニュース』2012 年 6 月 6 日
10） ラヂオプレス『ベトナム関係 FAXニュース』2012 年 12 月 11 日
11） ラヂオプレス『ベトナム関係 FAXニュース』2011 年 12 月 22 日
12） ラヂオプレス『ベトナム関係 FAXニュース』2013 年 6 月 27 日












20） The Daily NNA（Vietnam & Indochina Edition）2012.7.12
21） Viet Nam News, Oct. 14, 2013
22） 大橋英夫「中国の非援助型対外経済協力―「対外経済合作」を中心に」『中国の対外援助』日本国際問
題研究所、2012 年 3 月
23） 細川大輔『中国－ ASEAN経済圏のゆくえ―汎北部湾経済協力の視点から―』明石書店、2011 年、p.140
24） 前掲書 pp.146-147
25） 『読売新聞』、2009 年 5 月 14 日
26） 細川大輔『中国－ ASEAN経済圏のゆくえ―汎北部湾経済協力の視点から―』明石書店、2011 年、p.153
27） 前掲書、p.154
28） The Daily NNA（Vietnam & Indochina Edition）、2009.4.28
29） 庄司智孝「南シナ海の領有権問題　―中国の再進出とベトナムを中心とする東南アジアの対応―」『『防
衛研究所紀要』第 14 巻第 1号、2011 年 12 月、p.3
30） ラヂオプレス『ベトナム関係 FAXニュース』2007 年 8 月 17 日、2007 年 12 月 11 日
31） アジア経済研究所『2009 アジア動向年鑑』p.198
32） The Daily NNA（Vietnam & Indochina Edition）2012.7.23, 2012.8.7
33） ラヂオプレス『ベトナム関係 FAXニュース』2010 年 4 月 20 日
34） ラヂオプレス『ベトナム関係 FAXニュース』2010 年 7 月 27 日
35） 共同通信社『チャイナウォッチ』2010 年 8 月 3 日
36） ラヂオプレス『ベトナム関係 FAXニュース』2010 年 8 月 17 日
37） ラヂオプレス『ベトナム関係 FAXニュース』2011 年 10 月 13 日
38） ラヂオプレス『ベトナム関係 FAXニュース』2012 年 5 月 25 日
39） ラヂオプレス『ベトナム関係 FAXニュース』2013 年 6 月 20 日、21 日、22 日
40） ASEANは 2002 年の「行動宣言」を法的拘束力のある「行動規範」にしようとしている。
41） 共同通信、2013 年 10 月 9 日
42） ラヂオプレス『ベトナム関係 FAXニュース』2013 年 10 月 15 日
43） 『Viet Nam News』Oct. 16, 2013
44） 村主道美「台頭中国とベトナム―冷戦後の関係調整」中居良文『台頭中国の対外関係』2009 年、
pp.109-110
45） ベトナム社会科学院中国研究所所長 Dr. Do Tien Samの 2010 年 2 月面談時の発言
